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２０２４年度 事 業 報 告 
２０２４年４月 １日 から 

２０２５年３月３１日 まで 

I. 事業の実施状況について

非営利型一般財団法人たる首都圏不燃建築公社（以下「公社」という。）は、『災害に

強い安全・安心で快適なまちづくり』への貢献を経営理念とし、長期的視点に立ち、予

想される社会変化に対応しつつ、都市の防災性の向上などを目指し、下記事業に取り組

んだ。 

1. 都市計画上の課題を抱えている地域で、課題解消のために行われる計画的なまち

づくりに貢献する事業（以下「まちづくり貢献事業」という。） 

2. 賃貸住宅の供給促進に貢献するために行う債務保証事業（以下「債務保証事業」

という。） 

1. まちづくり貢献事業

まちづくりは、多くの関係者の思いや複雑な権利・利害関係がからみ、完成まで

に長い期間と多大な資金を要する営みである。 

公社は、長期的視点に立ち、まちづくり貢献事業として、 

（1） 都市計画上の課題を直接的に解消するために行う事業（以下「まちづくり

サポート事業」という。）

（2） まちづくり支援事業の安定的かつ継続的な実施を財務面から担保するため

に行う事業（以下「まちづくりバックアップ事業」という。） 

を行った。 
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（1） まちづくりサポート事業

1） まちづくり調査支援事業

公社は、まちづくり調査支援事業として、地域住民の都市計画上の課題

の解消に向けた取組の初動期において、地方公共団体のまちづくり方針等

に基づき、中立公平な立場でまちづくりに伴奏するパートナーとして、地

域住民の今後の取組方針の検討を支援した。 

主な事業は次のとおり。 

（A） 提案型

◆ 新規２件

 文京区大塚五丁目

 北区上十条二丁目

◆ 継続２件

 品川区旗の台四丁目地区

 北区岸町二丁目地区

（B） 要請型

◆ 新規１０件

◆ 継続１１件

2） 市街地再開発事業及び防災街区整備事業

公社は、災害に強く安全・安心で快適なまちづくりに向けて、市街地再

開発事業及び防災街区整備事業による整備が必要な地域において、事業協

力者・参加組合員として事業に参画しその推進を図った。 

主な事業は次のとおり。 

◎2024 年度に大きな進捗があった地区

〇2023 年度以前に大きな進捗があった地区 

（A） 市街地再開発事業

事業地区 公社の役割 進捗到達状況（2024 年度末） 

準備 

組合 

設立 

都市 

計画 

決定 

組合 

設立 

権利 

変換 

計画 

着 

工 

竣 

工 

引 

渡 

戸越五丁目１９番地区 参加組合員 〇 〇 〇 〇 〇 ◎ ◎ 

月島三丁目北地区 〇 〇 〇 〇 〇 

蕨駅西口地区 〇 〇 〇 〇 〇 

三田小山町西地区 〇 〇 〇 〇 ◎ 

城山三丁目第二地区 〇 〇 ◎ 

立石駅北口地区 参加組合員 

事務局 

〇 〇 〇 〇 

新小岩駅南口地区 〇 〇 〇 〇 

西新宿三丁目西地区 〇 〇 〇 

京急蒲田センターエリア北地区 事業協力者 

事務局 

〇 

三軒茶屋二丁目地区 〇 

大島三丁目１番地地区 〇 

吉祥寺南口駅前地区 〇 

神田駅東口地区 〇 

白金高輪駅前地区 ◎ 
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（B） 防災街区整備事業

事業地区 公社の役割 進捗到達状況（2024 年度末） 

準備 

組合 

設立 

都市 

計画 

決定 

組合 

設立 

権利 

変換 

計画 

着 

工 

竣 

工 

引 

渡 

原町一丁目７番・８番地区 参加組合員 

事務局 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

東中延一丁目 11 番地区 〇 〇 〇 〇 〇 

東向島二丁目 22 番地区 〇 〇 〇 〇 ◎ 

旗台小学校前地区 事業協力者 

事務局 

◎ 

長崎四丁目 26・27 番地区 

（東長崎沿道地区） 

〇 

長崎一丁目 1～5 番地区 

（椎名町駅前地区） 

〇 

原町一丁目９番地区 ◎ 

長崎四丁目 8～12 番地区 

（東長崎駅前地区） 

〇 

3） 公民連携（PPP）事業

公社は、まちづくりの主要な担い手である公共団体と連携し、移転支援

を伴う公営住宅などの公共施設等の建替事業を地権者対応における強みを

活かして実施した。 

主な事業は次のとおり。 

（A） 公営住宅建替・集約事業

◆ 江東区公営住宅建替・集約事業

 大島：竣工・引渡

 猿江：竣工・引渡

 塩浜：基本設計着手

 東砂：基本設計着手

（B） 区からの受託調査業務

◆ 外神田住宅権利調査業務：完了
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（2） まちづくりバックアップ事業

1） 不動産アセット賃貸事業

（A） 住宅賃貸事業

公社は、確固たる財務基盤の構築に向けて、まちづくりバックア

ップ事業の中心事業として、今後とも、安定的な利益が期待できる

住宅の賃貸事業を実施した。 

２０２４年度は、不動産アセットの運用方針に基づき、「ウエル

スクエア方南町」、「中村橋寮」及び「ワーフ板橋本町」の３棟を取

得し、１月には「カレッジコート水道橋駅前」が竣工し、３月には

「（仮称）横浜市泉区和泉町有料老人ホーム」建築・保有事業に着

手した。 

この結果、年度末時点で所有する不動産は賃貸住宅１，３３０戸

（学生マンション２５８戸含む）・非住宅１，９９８坪（商業９５

２坪／事務所３１０坪／保育所４６４坪／郵便局６７坪／医療モー

ル１７０坪／その他３５坪）となっている。

（B） その他の不動産アセット賃貸事業

公社は、不動産賃貸市場の長期的な変動リスクに対応するため、

賃貸住宅に加えて、保有不動産（REIT を含む。）の用途の多様化の

検討を実施した。 

2） 建築譲渡事業

公社は、公社全体の利益の厚みを増すとともに、まちづくりサポート事

業の利益の端境期を埋めるため、社会的ニーズを踏まえた建築譲渡事業に

重点を置き、これを適時実施した。 

主な事業は次のとおり。 

（A） 習志野台団地１１街区地区（マンション建替事業）：解体工事着手

（B） 高輪ビル（マンション建替事業）：建替組合設立認可

（C） 草津町アパートメントホテル：事業協定書及び土地売買契約の締結

2. 債務保証事業

公社は、量的には充足している賃貸住宅市場の現況に鑑み、ZEH 対応など賃貸住宅

の質の向上、災害からの復興、木造密集市街地解消のための融資に重点を置き、債

務保証事業を安定的かつ継続的に実施した。 

２０２４年度は、全体で３０件・４６６戸・１１２億６９百万円の債務の保証契

約を締結した。また、つなぎ融資制度については、２０２４年度の契約実績１３

件・７９億３７百万円、２０２５年３月末現在の残高６４億５８百万円となった。 
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II. 業務の適正を確保するための体制整備について

1. 体制の整備状況

業務の適正を確保するための体制整備のため、法令に基づき「内部統制基本方針

（平成２６年３月１８日理事会議決、平成２７年１２月１５日（一部改正）理事会

議決）」を整備しており、その体制は次のとおりである。 

（1） 役職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（2） 役職員の職務の執行に係る情報等の保存及び管理に関する体制

（3） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（4） 役職員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（5） 監事の職務を補助すべき職員に関する事項及び当該職員の理事からの独立

性に関する事項 

（6） 監事のその職務を補助すべき職員に対する指示の実効性の確保に関する事

項 

（7） 役職員が監事に報告するための体制その他の監事への報告に関する体制

（8） 監事に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け

ないことを確保するための体制 

（9） 監事の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該

職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

（10） その他監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制

2. 体制の運用状況

（1） 定款及び理事職務執行規程に基づく理事の職務執行状況報告

第１回 ２０２４年６月１３日実施 

第２回 ２０２４年１２月１７日実施 

（2） 常勤役員会の開催

常勤役員で構成する常勤役員会を原則として毎週定期的に開催した。 

以上 
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事業報告の付属明細書vol.01（2024年度末時点）

○ 市街地再開発事業

事 業 地 区

所 在 地

事 業 期 間

関 係 権 利 者

規 模

建 物 延 面 積

建 物 用 途

事 業 地 区

所 在 地

事 業 期 間

関 係 権 利 者

規 模

建 物 延 面 積

建 物 用 途

事 業 地 区

所 在 地

事 業 期 間

関 係 権 利 者

規 模

建 物 延 面 積

建 物 用 途

事 業 地 区

所 在 地

事 業 期 間

関 係 権 利 者

規 模

建 物 延 面 積

建 物 用 途

*上記「事業期間」の開始は公社が正式に事業参加した年度

事業の特色
戸越公園駅連続立体交差事業
不燃化特区（戸越2.4.5.6地区）

特定整備路線補助２９号線整備

複合市街地としての調和と
防災性の向上

蕨の玄関口の再生と魅力づくり
にぎわいの創出

商業保留床の取得

都心部における
木造密集地域の

大規模整備

京成押上線連続立体交差事業
と連携し、駅前広場と一体化した

木造密集地域および駅前
商店街の整備

事業の特色

定住人口の維持・増大に寄与す
る

住居機能の整備
駅前の賑わいづくりを支える

商業・宿泊施設等の
都市機能の更新

交通広場との一体整備と
既存商店街と調和した

複合開発

駅前商店街の再整備と
組合わせた総合開発

小規模店舗群からなる
駅前の木造密集地域と
周辺の防災性向上、

にぎわい創出両面からの再生

駅前の広場空間の整備と
居住・商業・業務機能

の複合開発

事業の特色
新宿副都心エリアの

南西に位置する
大規模プロジェクト

神田駅東口の広場空間の整備と
居住・商業・業務機能

の複合開発

駅前の居住・商業・業務機能
の複合開発

事業の特色

吉祥寺南口駅前地区

武蔵野市吉祥寺南町

2012年度～2035年度（予定）

５８名

３０階

約３０，０００㎡

住宅（約１８０戸）
商業・業務

吉祥寺駅南口交通広場との
一体整備

５４４名

６５階（２棟）・１０階・９階

約３８４，７００㎡

住宅（約３２００戸）
商業等

神田駅東口地区

千代田区鍛冶町

2023年度～2036年度（予定）

６０名

２９階

約１０１，８５０㎡

住宅（約１２３戸）
商業・業務

西新宿三丁目西地区

新宿区西新宿

2015年度～2035年度（予定）

2008年度～2030年度（予定）

１０５名

約１７７，６４０㎡

住宅（約１３４１戸）
店舗・公益施設

約２１，８００㎡

住宅（約３００戸）
商業・業務

白金高輪駅前地区

港区白金

2023年度～2036年度（予定）

３６名

３８階

４２階

約１４１，４００㎡

住宅（約７４０戸）
店舗・業務・生活・文化

2014年度～2034年度（予定）

2018年度～2027年度（予定）

１９名

２９階・２６階

約５４，８８０㎡

１９階

三田小山町西地区

港区三田

2006年度～2030年度（予定）

１７６名

４４階・２９階・１６階

城山町三丁目第二地区

立石駅北口地区

葛飾区立石

３５階・１３階

京急蒲田ｾﾝﾀｰｴﾘｱ北地区

約１２２，５７０㎡

住宅（約７００戸）
区庁舎・店舗・公益施設

住宅（約４１５戸）
公共公益、商業、業務

大島三丁目１番地地区

戸越五丁目１９番地区

品川区戸越

2018年度～2026年度（予定）

２１名

２３階

約２２，２８０㎡

住宅（約２４１戸）
店舗

蕨駅西口地区

埼玉県蕨市中央

葛飾区新小岩

2019年度～2033年度（予定）

５２名

１２階・３９階

月島三丁目北地区

中央区月島

2013年度～2028年度（予定）

１７１名

５８階・６階・７階

約１０４，８６０㎡

４２階

約６１，９0０㎡

住宅（約７５０戸）
商業・都税事務所等

江東区大島

2019年度～2035年度（予定）

４５名

約３７，９００㎡

三軒茶屋二丁目地区

住宅（約１４１０戸）
店舗・事務所

世田谷区三軒茶屋

住宅（約３８０戸）
商業、事務所・宿泊・駐車場

住宅（約400戸）
店舗

新小岩駅南口地区

大田区蒲田四丁目栃木県小山市城山町

2020年度～2035年度（予定）

８４名

２０階

１１３名

住宅（約５５０戸）
商業、事務所

2024年度～2029年度（予定）

３２名

約４８，０００㎡約７８，０００㎡
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事業報告の付属明細書vol.02（2024年度末時点）

○ 防災街区整備事業

事 業 地 区

所 在 地

事 業 期 間

関 係 権 利 者

規 模

建 物 延 面 積

建 物 用 途

事 業 地 区

所 在 地

事 業 期 間

関 係 権 利 者

規 模

建 物 延 面 積

建 物 用 途

○ 公民連携（PPP）事業：江東区公営住宅建替・集約事業

事 業 地 区

所 在 地

事 業 期 間

関 係 権 利 者

規 模

建 物 延 面 積

建 物 用 途

○ 建築譲渡事業

事 業 地 区

所 在 地

事 業 期 間

関 係 権 利 者

規 模

建 物 延 面 積

建 物 用 途

*上記「事業期間」の開始は公社が正式に事業参加した年度

事業の特色

入居者移転支援業務を含む
建替集約事業

ピアすみよしとピアおおじま
を集約

入居者移転支援業務を含む
建替集約事業
2棟を1棟にし
土地を分割

入居者移転支援業務を含む
建替集約事業

都営住宅の移管時建替
ピアこうとうを集約

東砂八丁目住宅を集約

事業の特色
長期滞在が可能な
住宅型宿泊施設

（アパートメントホテル）
ＵＲ団地６棟の建替え事業

長期分譲割賦にて販売された
地上権付きマンションの建替

ホテル　客室（１７戸）
店舗（１戸）

住宅（３５０戸） 住宅（１１５戸）

５階 ７階

事業の特色

西武池袋線椎名町駅前の
共同建替事業
不燃化特区

（補助26・172号線沿道地区）

東急目黒線西小山駅前の
共同建替事業

（事業コンサル・参加組合員
事務局）、不燃化特区

（原町一丁目、洗足一丁目地区）

西武池袋線東長崎駅前の
2ブロックで構成される

共同建替事業
不燃化特区

（補助26・172号線沿線地区）

事業の特色

東急目黒線西小山駅前の
共同建替事業

（事業コンサル・参加組合員
事務局）、不燃化特区

（原町一丁目、洗足一丁目地区）

共同建替事業
不燃化特区

（東中延一丁目、
中延二・三丁目地区）

共同建替事業、
重点不燃化促進区域

（墨田区）

不燃化特区
（旗の台四丁目・中延五丁目地

区）

都市計画道路補助172号線の
拡幅整備と沿道の共同建替事業

を一体整備
不燃化特区

（補助26・172号線沿線地区）

約１１，９００㎡ 約９，８００㎡ 約３２，３００㎡

住宅（約８５戸）・店舗等
住宅（約１００戸）

店舗
住宅（約３１０戸）

店舗・地域貢献施設等

６１名 １９名

１８階

約１，３７４㎡ 約２６，３７６㎡ 約１１，１９０㎡

2024年度～2027年度（予定） 2017年度～2027年度（予定） 2023年度～2029年度（予定）

- ２１０名 ３５名

草津町アパートメントホテル 習志野台団地11街区地区 高輪ビル

群馬県吾妻郡草津町 船橋市習志野台三丁目 港区高輪一丁目

区営住宅・高齢者住宅（７４戸）
地域開放型集会所

区営住宅（７０戸）
福祉施設

区営住宅・高齢者住宅（８３戸）
児童館

区営住宅（８３戸）

入居者移転支援業務を含む
建替集約事業

区営北砂二丁目アパートを集約

７階 ９階 ９階

約４，１８２㎡ 約４，１７１㎡ 約５，０００㎡

１０階

約４，７００㎡

2020年度～2024年度 2020年度～2027年度（予定） 2020年度～2027年度（予定）

- - -

2020年度～2024年度

-

猿江住宅 （仮称）塩浜住宅 （仮称）東砂住宅

江東区猿江一丁目 江東区塩浜二丁目 江東区東砂七丁目

大島住宅

江東区大島五丁目

１０３名

１１階 １０階 ６階・２７階

豊島区長崎一丁目 目黒区原町 豊島区長崎四丁目

2022年度～2032年度（予定） 2024年度～2031年度（予定） 2022年度～2034年度（予定）

長崎一丁目1～5番地区 原町一丁目9番地区 長崎四丁目8～12番地区

住宅（約１１０戸）・店舗等 住宅（約６０戸） 住宅（約９９戸） 住宅（約２７戸） 住宅（約８０戸）・店舗

９階 １３階 １０階 ４階 ７階

約９，７００㎡ 約３，７００㎡ 約６，４２０㎡ 約１，５００㎡ 約６，７００㎡

2017年度～2025年度（予定） 2021年度～2026年度（予定） 2019年度～2027年度（予定） 2024年度～2027年度（予定） 2022年度～2029年度（予定）

３９名 １５名 ２０名 ４６名 ２０名

原町一丁目７番・８番地区 東中延一丁目11番地区 東向島二丁目22番地区 旗台小学校前地区 長崎四丁目26・27番地区

目黒区原町 品川区東中延一丁目 墨田区東向島二丁目 品川区旗の台四丁目 豊島区長崎四丁目
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一般財団法人　首都圏不燃建築公社

2024年度（令和6年度）　　計算書類
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（単位：円）

当年度 前年度 増　減

Ⅰ　資産の部　　

1. 流動資産

現金及び預金 3,418,743,930 4,128,474,753 △ 709,730,823

有価証券 300,851,420 300,263,398 588,022

売掛金 0 4,059,142,270 △ 4,059,142,270

１年内回収予定割賦販売元金 1,008,610,267 1,113,199,974 △ 104,589,707

破産・更生債権等 23,954,095 0 23,954,095

販売用不動産 0 126,365,246 △ 126,365,246

販売用不動産前払金 8,249,499,191 10,356,756,353 △ 2,107,257,162

貸付金 6,457,910,000 4,726,350,000 1,731,560,000

貯蔵品 4,930,725 4,826,942 103,783

前払金 27,347,177 24,710,300 2,636,877

前払費用 130,940,956 105,379,278 25,561,678

立替金 542,357,631 397,659,649 144,697,982

未収金 142,246,180 135,862,264 6,383,916

未収還付消費税等 81,733,100 13,438,400 68,294,700

未収収益 70,096,776 50,288,255 19,808,521

仮払金 13,915,572 88,399,602 △ 74,484,030

貸倒引当金 △ 2,448,324 △ 2,320,056 △ 128,268

流動資産合計 20,470,688,696 25,628,796,628 △ 5,158,107,932

2. 固定資産

(1) 基本財産

基本財産定期預金 1,350,000 1,350,000 0

基本財産合計 1,350,000 1,350,000 0

(２) その他固定資産

建物 17,323,364,539 16,029,362,679 1,294,001,860

土地 17,787,942,374 16,207,904,819 1,580,037,555

賃貸用不動産前払金 628,175,575 302,006,020 326,169,555

定期借地権 1,507,996,683 1,562,290,062 △ 54,293,379

備品 231,302,446 177,257,308 54,045,138

ソフトウェア 9,204,233 18,901,671 △ 9,697,438

割賦販売元金 20,058,067,476 23,409,537,717 △ 3,351,470,241

破産・更生債権等 107,936,369 283,673,876 △ 175,737,507

投資有価証券 6,912,000 6,912,000 0

企業年金積立金 862,086,539 855,527,676 6,558,863

出資金 1,000,000 1,000,000 0

預託金 1,000,000 1,000,000 0

子会社株式 1,203,979,600 1,203,979,600 0

厚生貸付金 3,128,777 3,566,703 △ 437,926

長期前払費用 309,257,222 237,201,352 72,055,870

差入瑕疵担保保証金 280,000,000 280,000,000 0

差入敷金 113,339,732 113,497,732 △ 158,000

差入営業保証金 10,000,000 10,000,000 0

繰延税金資産 94,648,013 101,395,336 △ 6,747,323

保証債務見返 178,711,142,296 179,850,883,931 △ 1,139,741,635

貸倒引当金 △ 67,550,670 △ 73,492,560 5,941,890

その他固定資産合計 239,182,933,204 240,582,405,922 △ 1,399,472,718

固定資産合計 239,184,283,204 240,583,755,922 △ 1,399,472,718

資産の部合計 259,654,971,900 266,212,552,550 △ 6,557,580,650

貸　借　対　照　表

2025年（令和7年） 3 月 31 日現在

科   目
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（単位：円）

当年度 前年度 増　減

貸　借　対　照　表

2025年（令和7年） 3 月 31 日現在

科   目

Ⅱ　負債の部　　

1. 流動負債

短期借入金 6,550,000,000 7,180,000,000 △ 630,000,000

１年内返済予定長期借入金 1,231,449,022 4,264,777,146 △ 3,033,328,124

販売不動産未払金 0 210,711,742 △ 210,711,742

その他未払金 194,208,355 129,440,832 64,767,523

未払返還保証料 13,920,486 19,871,085 △ 5,950,599

未払法人税等 309,486,800 676,098,200 △ 366,611,400

未払費用 15,166,339 21,118,815 △ 5,952,476

前受収益 78,615,962 82,737,947 △ 4,121,985

前受金 556,988,700 301,016,745 255,971,955

前受保証料 232,182,408 143,888,914 88,293,494

預り金 22,712,438 24,182,814 △ 1,470,376

預り保証料 63,315,150 33,131,850 30,183,300

賞与引当金 59,475,693 56,668,652 2,807,041

流動負債合計 9,327,521,353 13,143,644,742 △ 3,816,123,389

2. 固定負債

長期借入金 28,156,375,348 30,290,555,185 △ 2,134,179,837

長期前受保証料 2,712,320,332 2,819,371,371 △ 107,051,039

退職給付引当金 646,063,395 661,310,231 △ 15,246,836

役員退職慰労引当金 55,832,900 50,025,400 5,807,500

債務保証損失引当金 206,334,126 301,133,804 △ 94,799,678

補償損失引当金 4,521,442 6,012,033 △ 1,490,591

受入保証金 6,000,000 6,000,000 0

受入敷金 539,928,766 513,690,129 26,238,637

資産除去債務 420,656,676 374,869,515 45,787,161

保証債務 178,711,142,296 179,850,883,931 △ 1,139,741,635

固定負債合計 211,459,175,281 214,873,851,599 △ 3,414,676,318

負債の部合計 220,786,696,634 228,017,496,341 △ 7,230,799,707

Ⅲ　正味財産の部　　

1. 指定正味財産

受取補助金等 1,350,000 1,350,000 0

指定正味財産合計 1,350,000 1,350,000 0

(うち基本財産への充当額) (1,350,000) (1,350,000) 0

2. 一般正味財産 38,866,925,266 38,193,706,209 673,219,057

正味財産の部合計 38,868,275,266 38,195,056,209 673,219,057

259,654,971,900 266,212,552,550 △ 6,557,580,650負債及び正味財産合計
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(単位:円)

科　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ 一般正味財産増減の部

1.経常増減の部

(1)経常収益

1基本財産運用益 12 14 △ 2

2事業収益 10,818,394,800 9,693,630,950 1,124,763,850

3受取補助金 20,183,000 19,377,000 806,000

4その他経常収益

貸倒引当金戻入益 5,813,622 95,289,562 △ 89,475,940

債務保証損失引当金戻入益 94,799,678 296,985,794 △ 202,186,116

割賦債権回収費用引当金戻入益 0 16,559,757 △ 16,559,757

補償損失引当金戻入益 1,490,591 454,339 1,036,252

預金利息 2,759,787 53,118 2,706,669

有価証券利息 2,044,080 403,476 1,640,604

年金配当金 4,403,226 4,214,313 188,913

受取利息 3,119,429 3,587,704 △ 468,275

償却済債権取立益 1,500,000 1,500,000 0

受取繰上違約金 1,860,631 3,841,904 △ 1,981,273

延滞損害金 6,466,331 57,817,534 △ 51,351,203
 経常収益合計 10,962,835,187 10,193,715,465 769,119,722

(2)経常費用

1事業費

売上原価 6,318,324,433 4,039,960,458 2,278,363,975
給与手当 385,774,342 403,581,070 △ 17,806,728
賞与引当金繰入額 39,881,434 39,419,925 461,509
役員退職慰労引当金繰入額 19,174,545 15,755,094 3,419,451
退職給付費用 64,223,108 29,005,118 35,217,990
減価償却費 616,199,967 592,482,668 23,717,299
租税公課 187,812,822 213,874,579 △ 26,061,757
業務委託費 221,660,209 248,459,818 △ 26,799,609
定期借地権償却 54,293,379 54,293,379 0
支払利息 554,667,819 623,675,727 △ 69,007,908
利息費用 8,543,793 8,353,396 190,397
その他事業費 1,065,457,484 1,151,709,148 △ 86,251,664

 2管理費
給与手当 121,626,132 126,438,215 △ 4,812,083
賞与引当金繰入額 12,716,130 11,507,439 1,208,691
役員退職慰労引当金繰入額 2,318,355 2,905,906 △ 587,551
退職給付費用 19,004,890 9,159,956 9,844,934
減価償却費 39,894,252 47,513,187 △ 7,618,935
その他管理費 241,097,997 204,885,859 36,212,138

 経常費用合計 9,972,671,091 7,822,980,942 2,149,690,149

 評価損益等調整前当期経常増減額 990,164,096 2,370,734,523 △ 1,380,570,427

 投資有価証券評価損益等 0 0 0

 評価損益等計 0 0 0

 当期経常増減額 990,164,096 2,370,734,523 △ 1,380,570,427

2024年4月1日から2025年3月31日まで

損益計算書（正味財産増減計算書）
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(単位:円)

科　目 当年度 前年度 増　減

2024年4月1日から2025年3月31日まで

損益計算書（正味財産増減計算書）

2.経常外増減の部

(1)経常外収益

その他経常外収益 2,476,837 48,097,337 △ 45,620,500

 経常外収益合計 2,476,837 48,097,337 △ 45,620,500

(2)経常外費用

固定資産除却損 203,506 2,224,668 △ 2,021,162

その他経常外費用 2,481,820 3,538,132 △ 1,056,312
 経常外費用合計 2,685,326 5,762,800 △ 3,077,474

 当期経常外増減額 △ 208,489 42,334,537 △ 42,543,026

 税引前当期一般正味財産増減額 989,955,607 2,413,069,060 △ 1,423,113,453

 法人税、住民税及び事業税 309,989,227 676,336,293 △ 366,347,066

　　法人税等調整額 6,747,323 26,601,001 △ 19,853,678

　　法人税等合計 316,736,550 702,937,294 △ 386,200,744

 当期一般正味財産増減額 673,219,057 1,710,131,766 △ 1,036,912,709

 一般正味財産期首残高 38,193,706,209 36,483,574,443 1,710,131,766

　　一般正味財産期末残高 38,866,925,266 38,193,706,209 673,219,057

Ⅱ 指定正味財産増減の部

 当期指定正味財産増減額 0 0 0

 指定正味財産期首残高 1,350,000 1,350,000 0

　　指定正味財産期末残高 1,350,000 1,350,000 0

Ⅲ 正味財産期末残高 38,868,275,266 38,195,056,209 673,219,057
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個別法に基づく低価法を採用している。

（３）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

定額法を採用している。

②無形固定資産

定額法を採用している。但し、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（5年
間)に基づく定額法による。

財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的有価証券については、償却原価法（定額法）を採用している。
　その他有価証券のうち、市場価格のない株式等については移動平均法による原価法を採用して
いる。
　子会社株式については、移動平均法による原価法を採用している。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

③退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上してい
る。

④債務保証損失引当金

保証債務に係る損失に備えるため、当期末における損失発生見込額を計上している。

⑤役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

（４）引当金の計上基準

①貸倒引当金

中高層建築物譲渡事業等の売上債権等及び保証事業の求償権の貸倒れによる損失に備えるた
め、当期末における回収不能見込額を計上している。

②賞与引当金

職員に対する賞与の支給に備えるため、将来の賞与支給見込額のうち当期に帰属する額を計上
している。

⑥補償損失引当金

中高層建築物譲渡事業等における瑕疵担保責任の履行に備えるため、当該履行に伴う補償費用
の実績率に基づき、必要額を計上している。

（５）消費税等の会計処理

税抜方式を採用している。なお、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費
税額等は、長期前払費用に計上の上5年間で均等償却している。
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科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

２．基本財産の増減額及びその残高 (単位：円）

３．基本財産の財源等の内訳　　　　　　　　　　　　　   (単位：円）

科目 当期末残高
(内指定正味財産

からの充当額)
(内一般正味財産

からの充当額)
(内負債に対応す

る額)

  定期預金 1,350,000 0 0 1,350,000

合　　　　計 1,350,000 0 0 1,350,000

合　　　　計 1,350,000 (1,350,000) (0) (0)

基本財産

　定期預金 1,350,000 (1,350,000) (0) (0)

４．担保に供している資産 (単位：円）

担保に供している資産 担保権設定の原因となっている債務

種類 期末帳簿価額 担保の種類 内容 期末残高

販売用不動産前払金※ 4,972,711,443 譲渡担保 短期借入金 6,550,000,000

建物 10,352,763,441
（根）抵当
権

長期借入金（１年内返
済予定分も含む）

8,772,079,620

土地 8,501,395,058
（根）抵当
権

定期借地権 1,507,996,683 （根）抵当権

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 (単位：円）

※当該「前払金」が元となり将来発生する売買代金債権を担保に供している。

科目 取得価額 減価償却累計額 減損累計額 期末残高

建    物 25,417,833,841 8,094,469,302 0 17,323,364,539

土　　地 17,787,942,374 0 0 17,787,942,374

定期借地権 2,856,728,776 1,348,732,093 0 1,507,996,683

       合計 46,838,578,735 9,978,768,460 0 36,859,810,275

備　　品 613,513,258 382,210,812 0 231,302,446

ソフトウェア 162,560,486 153,356,253 0 9,204,233
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（３）金融商品のリスクに係る管理体制

　　①金融商品の取引は、当社のリスク管理に関する社内規定等に基づき行い、信用リスク・変動リスク
　   　を回避すべく、短期間での預入及びその他目的有価証券による運用としてる。

　  ②信用リスクの管理は、高格付の証券発行体に限定している。

 　 ③市場リスクの管理は、関係する市場動向を把握し、迅速的確な対応を可能としている。

７．賃貸等不動産に関する注記

６．金融商品に関する注記

（１）金融商品に対する取組方針

　　 資金運用については、預金及びリスクの少ない金銭信託に限定している。

（２）金融商品の内容及びリスク

有価証券は、金銭信託であり、証券発行体の信用リスク、市場価格の変動リスクにさらされている。

賃貸等不動産 35,692,413,112 52,585,422,908

（注１）帳簿価額は取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額である。

（注２）当期末の時価は、収益還元法に基づいて自社で合理的に算定した金額に基づいている。

８．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 (単位：円）

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項

東京都、神奈川県において、賃貸用マンション等（建物･土地または定期借地権）を有している。

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項 (単位：円）

当期末帳簿価額 時価

貸借対照表上
の記載区分

豊島区高齢者向優良
賃貸住宅供給助成事
業補助金

豊島区 3,673,000 3,822,000 3,673,000 3,822,000 未収金

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

未収金

台東区立忍岡住宅廃
止に伴う入居者家賃
補助金

台東区 1,578,768 1,578,768 1,578,768 1,578,768 未収金

中野区高齢者向優良
賃貸住宅家賃減額費
補助金

中野区 8,480,000 8,440,000 8,480,000 8,440,000

合　　　計 13,731,768 13,840,768 13,731,768 13,840,768
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円

円

円

円

所在地 東京都新宿区水道町３－１

資産総額 1,520,816 千円 （2025年3月31日現在）

９．関連当事者との取引に関する注記

種類 子会社

名称 首都圏建物管理株式会社

取引の内容 賃貸用不動産に係る賃貸借代理及び管理委託・建物設備管理委託

取引の種類別の取引金額 （費用） 業務委託費 133,155,323

事業の内容 不動産賃貸・管理

議決権の割合 　100％（子会社）

関係内容 役員の兼務等 取締役及び監査役（当社理事・部長）

期末残高 前払金 4,370,244

未払金 4,660,079

賃借料 3,972,984
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定期借地権 225,360,958

未払事業税等 28,346,125

退職給付引当金 126,429,403

１０．税効果会計

（１）繰延税金資産の発生原因別の主な内訳 （単位:円）

項目 当期末

役員退職慰労引当金 15,033,183

補償損失引当金 1,596,907

資産除去債務費用 52,364,636

賞与引当金 15,648,266

評価性引当額 △ 374,482,833

繰延税金資産合計 94,648,013

（２）法人税法上の非収益事業と収益事業の区分 (単位：円）

権変資産売却益 20,668,730

権変資産売却損 △ 18,863,653

繰延税金資産小計 469,130,846

減価償却超過額 2,546,291

永久差異損金算入限度額(B1) － 0 0

その他(B2) － 0 0

項　　　　　目 非収益事業 収益事業 合計

税引前当期一般正味財産増減額（A） 120,925,126 869,030,481 989,955,607

法人税、住民税及び事業税（C） － 309,989,227 309,989,227

法人税等調整額（D） － 6,747,323 6,747,323

小計(B)＝(B１)＋(B2) － 0 0

(A)＋(B) 120,925,126 869,030,481 989,955,607

（３）法人税法上の収益事業に係る法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の
原因となった主な項目別の内訳

項　　　目 率

法定実効税率 34.59%

(C)＋(D) － 316,736,550 316,736,550

当期一般正味財産増減額(A)－(C)－(D) 120,925,126 552,293,931 673,219,057

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.45%

評価性引当額の増減額 1.58%

税率変更の影響 0.19%

その他 -0.49%

永久に損金に算入されない項目 0.61%

永久に益金に算入されない項目 -0.04%

住民税均等割額 0.01%
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